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退職採用職員数
６０人４９人

１０８２人 その他死亡定年など他団体派遣競争試験
０人０人６０人４人４５人

職員数（構成比）標準的な職務内容級職員数（構成比）標準的な職務内容級
１１１人（１８．７％）係長・専門主査４１３人（２．２％）部長９
１７３人（２９．２％）主査・技師３１１人（１．８％）次長・監８
８４人（１４．２％）主事・技師２４９人（８．３％）課長・主幹７
４４人（７．４％）主事補・技師補１７４人（１２．５％）課長補佐６

５９３人計３４人（５．７％）課長補佐・副主幹５

休憩時間終了時刻開始時刻正規の勤務時間
午後０時１５分～１時午後５時１５分午前８時３０分８時間

※平成２０年度中に新たに育児休業・部分休業・育児
短時間勤務を取得した職員数。

共済組合など負担金
１０億９３８７万円金額

９８万８０００円職員一人当たりの負担

職員互助会補助金
１９１３万円金額

１万９０００円職員一人当たりの負担

安城市職員定数条例第１条に規定す
る職員を対象に実施。職務や責任を遂
行した実績、能力や適格性を記録し、
人事管理の合理化・公務能率の増進を
図る。

一般研修（職務に応じた能力開発を目
的とした研修）、特別研修（技術的実務遂
行のための能力開発を目的とした研修）、
派遣研修（研修機関が行う研修会に派遣
するもの）を実施。

新規採用職員研修や階層別研修など
で、地方公務員法に定められた市職員
としての義務を周知徹底するための研
修を実施。通知文書により、服務規律
を徹底。

分限処分（心身故障のための長期休
養）：６人
懲戒処分（減給）：１人

育児休業の取得者数
女性男性合計
２１人０人２１人育児休業取得者
４人０人４人部分休業取得者
０人１人１人育児短時間勤務取得者

研修の実施状況 勤務評定

分限・懲戒処分の状況 服務の状況

勤務時間

一般行政職の級別職員数（平成２１年４月１日現在）

平成２０年度中の任免の状況

※職員数は、安城市職員定数条例に定められた職員定数です。
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職員の平均給料月額など
平均年齢平均給与月額平均給料月額区分
４３．１歳４０万５２３８円３４万７１７９円一般行政職
４６．７歳３３万７３９１円２８万９４６６円技能労務職

平成２１年４月１日現在
４２．８歳３９万８４６７円３４万１４１９円一般行政職
４６．７歳３３万５９６９円２８万７６６５円技能労務職
４１．５歳３２万５５２１円国

一般行政職の経験年数別平均給料月額
２０年１５年１０年初任給学歴／経験年数

３５万５９６９円３１万７６３１円２５万３８８３円１７万８８００円大卒
２８万３２００円１４万４５００円高卒

人件費の状況（平成２０年度決算から）

年度末現在の人口人件費率（Ａ／Ｂ）歳出額（Ｂ）人件費（Ａ）
１７万３０６６人１４．９％６０２億８２２１万円８９億８７４４万円

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含む。

勧奨・定年自己都合勤続年数／事由
３０．５５月分２３．５月分２０年
４１．３４月分３３．５月分２５年
５９．２８月分４７．５月分３５年

５９．２８月分最高限度
２６９９万円４４６万円平均支給額

退職手当支給割合

※定年前早期退職特例措置は２～２０％加算。

２億８４２６万円支給総額
３０万８０００円平均支給年額

時間外勤務手当（平成２０年度決算から）

主な手当の支給状況
●地域手当 支給率１０％
●扶養手当 配偶者１万３０００円、配偶者以外６５００円、
１６～２２歳の子１人につき５０００円加算
●住居手当 持ち家施４５００円（新築または購入後５年
間は１５００円加算）。 借家借間施家賃の額に応じて、
最高２万７０００円まで
●通勤手当 距離に応じて、最高２万９５００円まで（交
通機関利用者は運賃相当額、最高５万５０００円）
●管理職手当 管理職の責任の度合いに応じて支給
（定額制）
●特殊勤務手当 著しく危険、不快、不健康な業務
や、その他困難な業務に支給

期末手当月額区分

６月期１．６０月分
１２月期１．７５月分

計３．３５月分

１０２万９０００円市長
８４万２０００円副市長
５５万８０００円議長
５１万７０００円副議長
４６万５０００円議員

特別職の給料・報酬
（平成２１年４月１日現在）

※期末手当は、平成２０年度支給割合。

期末・勤勉手当
勤勉手当期末手当区分
０．７５月分１．４月分６月期
０．７５月分１．６月分１２月期
１．５月分３．０月分計

※職制の段階、職務の級などによる加算措置あり。


